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　世の中の議論は、「雇用の多様

化」であり「非正規雇用の活用」

である。非正社員の不安定な雇用

を、低い賃金で「基幹化」しよう

というわけである。そんな企業に

だけ都合によいことができるのか。

それとも正社員はそもそも非正社

員的な仕事しかやってこなかった

のか。この問題の最先端は、いう

までもなく流通業である。パート

と正社員の均等待遇も主として、

この領域の議論である。したがっ

て、短時間正社員の議論も、結局、

正社員を非正社員に近づけるだけ

ではないかという批判がある。そ

うではないという主張もある。「そ

うでない」と主張する立場の弱さ

は、短時間正社員で家族が養える

かということに十分応えきれてい

ない点ではないだろうか。それが

リアルなモデルであるためには、

その議論に踏み込まざるをえない

だろう。私は「多様な正社員」と

いう主張をしている(『正社員ルネ

サンス』中公新書、2003年）。

これは、子育てができるような働

き方を展望したときに考えられる

ものである。 

　今まで、日本では労使とも正社

員をあまりに画一的に捉えてはい

ないだろうか。その「正社員像」

とは、「自分や家族の負担にかか

わりなく、企業はあらゆる要請を

することができ、その代わり、安

定した雇用、昇進の展望、そして

かなり高い賃金を保証する」とい

うものである。２－３年おきの転

勤や長時間労働もある。実際は別

として、意識としては「正社員」

はいくら働かせてもコストはかか

らないと考える。「正社員」もそ

れで仕方がないと考えるという関

係である。こうした両者の意識が

「サービス残業」を日常化させて

いる。わたしは、こうした関係が

すべてダメだといっているわけで

はない。そういう関係が求められ

る仕事はある。しかし、男女共同

参画のなかで、二人ともこうした

正社員で果たして、子供を産み育

てる時間的余裕が生まれるのであ

ろうか。おそらくそうしたカップ

ルの合理的選択は、子供を持たな

いことだろう。また、親に頼るこ

とも考えられるが、両親とも正社

員で働いていたら、そうはいくま

い。少子化は加速する。お金はあ

るが時間がない。 

 では、二人とも非正社員ではど

うか。子育てする財政的自信がな

いだろう。やはり子供は産まない

だろう。時間はあるがお金がない。

何より不安定だ。では、一人が正

社員でもう一人が非正社員はどう

だろう。そうしたタイプはあるだ

ろう。いやいやこれは「夫は正社

員、妻はパート」というパターン

ではないか。なるほど、これはな

かなか合理的だ。この分業が性別

に固定されていなければ有望であ

る。後に残るのは片稼ぎ、つまり、

一方が正社員、他方が専業主婦（主

夫）というパターンである。これ

も性別固定さえ解決すれば、合理

的かもしれない。 

　その上で、わたしは、二人とも

正社員で子育てできることが可能

ではないかとおもう。そのために

は、「画一的な正社員像」を打破

する必要がある。いろんな正社員

がいてよい。いろいろなことを「し

なくてよい」正社員である。転勤

しなくてよい正社員、職務を変わ

らなくてよい正社員、さらには残

業しなくてよい正社員がいたって

よいのではないだろうか。同じ能

力や成果を出すのであれば、当然

そうした拒否権の分はディスカウ

ントされる。成果が上がれば、そ

れはしっかりと評価してもらう。

また、社員が拒否権を不要になっ

たと思ったら、また会社がその拒

否権をなくしたければ、交渉すれ

ばよい。組合はそれが変な交渉に

ならないようにしっかりと監視し

ておく。そんな多様な正社員を私

たちは求めるべきではないだろう

か。 


